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衆議院政治倫理の確立及び公職選挙法改正に関する特別委員会ニュース 

平成 26.10.28 第 187 回国会第３号 

 

10 月 28 日（火）、第３回の委員会が開かれました。 

 

１ 理事の辞任及び補欠選任 

・理事の辞任を許可し、補欠選任を行いました。 

  辞任   理事 浦 野 靖 人君（維新） 

  補欠選任 理事 新 原 秀 人君（維新）（理事浦野靖人君今 28 日理事辞任につきその補欠） 

 

２ 政治倫理の確立及び公職選挙法改正に関する件 

・高市総務大臣、二之湯総務副大臣、あかま総務大臣政務官、大家財務大臣政務官、赤池文部科学大臣政務官及び政府

参考人に対し質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

山 内 康 一君（みんな） 

・平成 25 年の参議院議員通常選挙からインターネット選

挙運動が解禁されたことによる成果について、総務省の

見解を伺いたい。 

・今後、公費でインターネット上に候補者の活動を紹介す

るサイトを作成するのが望ましいと考えるが、高市総務

大臣及び二之湯総務副大臣並びにあかま総務大臣政務官

の所見を伺いたい。 

 

玉 木 雄一郎君（民主） 

・公職選挙法や政治資金規正法の違反の疑いがあるとして

２人の女性閣僚が辞任したことについて、高市総務大臣

の所見を伺いたい。 

・小選挙区で当選した重複立候補者について、公職選挙法

第 199 条の２（公職の候補者等の寄附の禁止）に規定す

る「当該選挙区内にある者」の解釈について、総務省の

見解を伺いたい。 

・平成 25 年の参議院通常選挙における高松市選挙管理委

員会の選挙事務に係る不正行為事件発生の原因及び再

発防止策について、高市総務大臣の見解を伺いたい。 

 

坂 元 大 輔君（次世代） 

・最近、閣僚の公職選挙法や政治資金規正法に違反する疑

いのある事例が続く中で、公職選挙法を扱い、政治倫理

を確立するため設置されている当委員会に臨む高市総務

大臣の姿勢を伺いたい。 

・公職の候補者等の後援会が支援者向けの集会を開催した

際に、会費を実際にかかった費用より低くして差額を後

援会が負担すること、また、選挙区内の有権者にワイン

を贈答することは公職選挙法に違反するのか、総務省の

見解を伺いたい。 

・若い世代の投票率が低い原因及び投票率向上の手段につ

いて、高市総務大臣の見解を伺いたい。 

 

新 原 秀 人君（維新） 

・公職選挙法の目的は、公平な選挙運動を担保するもので

あると考えるが、地方によって選挙違反の取締りが、ま

ちまちのように思われることについて、高市総務大臣の

見解を伺いたい。 

・総務省が、具体的に選挙運動で行うことが可能な実例を

挙げて、公職の候補者に周知すべきであると考えるが、

総務省の見解を伺いたい。 

・選挙の実態に合った公職選挙法の改正を行っていく必要

性について、二之湯総務副大臣の見解を伺いたい。 

 

井 出 庸 生君（維新） 

・候補者等の名入りのうちわやカレンダーを選挙区内にあ

る者に贈ることはできないとする昭和 50年の見解は、現

在においても有効であるのか、総務省に確認したい。 

・10 月 26 日に行われた福島県知事選挙において、全ての

市町村が投票所の閉鎖時刻を繰り上げたことについて、

その理由や検討状況を総務省として把握しているか伺い

たい。 

 

津 村 啓 介君（民主） 

・政治家の後援会から当該政治家に対しての政治活動につ

いての金銭等による寄附の禁止の立法趣旨を高市総務大

臣に伺いたい。 
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・公職の候補者が行う選挙運動に係る公職選挙法に基づき

作成される収支報告書の保存期間が、公職の候補者の任

期である４年より短い３年間となっている理由を高市総

務大臣に伺いたい。 

・任意団体から政党支部に対して政治活動に関する寄附が

でき、個人から政党支部に対して政治活動に関する寄附

もできるが、活動実態のない任意の団体から政党支部へ

寄附を行うと寄附の総枠制限の脱法行為になると考える

が、高市総務大臣の見解を伺いたい。 

 

佐々木 憲 昭君（共産） 

・買収、利益供与、饗応接待が選挙を歪めるとの認識はあ

るのか、高市総務大臣の見解を伺いたい。 

・企業・団体献金を受けた政党支部から後援会に寄附を行

うことによって間接的に後援会が企業・団体献金を受け

ることは、後援会が企業・団体献金を受けられないとす

る法律の抜け穴となっていると考えるが、高市総務大臣

の見解を伺いたい。 

 

玉 城 デニー君（生活） 

・憲法改正の国民投票に係る投票権年齢が 18 歳とされた

ことに伴う教育現場における教育方針及び今後の指導

内容の方向性について文部科学省の見解を伺いたい。 

・本年１月の沖縄県名護市長選挙の選挙期間中、自民党推

薦候補の応援演説の中で、当時の自民党幹事長による振

興基金構想についての発言が利用されたとすれば、この

ことが公職選挙法に抵触するのかどうか、総務省の見解

を伺いたい。 

 


